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太陽光発電のＦＩＴによる優遇策からの「出口戦略」は、どのように考えるべきか？ 

 
朝野 賢司 

実施から４年が経過した固定価格買取制度（以下、ＦＩＴ）は、２０１７年度から、①

既認定未稼働案件に対して、発電の実施可能性を確認する新認定制度の創設、②買取義務

者を小売から一般送配電事業者へ変更、③中長期的な買取価格目標の設定や事業用の太陽

光発電（以下、ＰＶ)への入札制の導入に変更される。 
本稿では、③に関してＰＶのあるべきコスト目標を考察する。元来、ＦＩＴ等の普及政

策は、再生可能エネの自立を目的としている。したがって、ＰＶのコスト目標は、その経

済的価値と等価、もしくは下回る水準とし、これを達成することでＰＶが他の電源と全く

同等に扱われる状態に到達する。これが、ＦＩＴの「出口戦略」である。 
ＰＶがもつ経済的価値は以下２点で評価されるが、その際に留意すべき特有の問題があ

る。 
 
【ｋＷ価値の喪失】 
第一は、ｋＷとしての価値である。ここでは、ＰＶのｋＷ価値を、年間最大電力需要の

削減価値とする。日中にしか発電できないＰＶが一定程度導入されると、最大電力需要か

らＰＶの出力を差し引いた差引需要のピークは、ＰＶが発電できない日没後等の時間帯に

移行する。２０１３～１５年のＰＶによる最大電力需要の削減効果は、約９００～２９０

０万ｋＷと推計される。これに対して、ＰＶは既に３３００万ｋＷ導入されているため（今

年４月末時点）、これ以上の導入は最大電力需要の削減をもたらさず、ｋＷ価値は消失して

いる。 
 
【共食い効果】 
第二は、ｋＷｈの価値である。日照時にしか発電できないＰＶは、発電量を増やすほど、

自らのｋＷｈの価値が低下する「共食い効果」が生ずる。 
ＰＶ導入の初期段階では、ピーク需要抑制に寄与することから、石油火力等の割高な電

源の燃料費を削減させる効果がある。しかし、ＰＶが増えると、燃料費が割安な石炭火力

等を代替するため、削減効果は小さくなる。 
我が国におけるＰＶのｋＷｈ価値を試算すると、ＦＩＴ導入前時点（導入量約５００万

ｋＷ）では約５円／ｋＷｈだったが、長期エネルギー需給見通しが掲げる２０３０年６４

００万ｋＷ導入で、約３円／ｋＷｈにまで下落する可能性がある (図)。 
 
【経済的価値を踏まえたコスト目標設定】 
以上より、ＰＶの経済的価値は、ｋＷｈ価値しか認められず、現在の導入量で約４円／

ｋＷｈ、６４００万ｋＷ導入で３円／ｋＷｈである。補助が不要になるには、これと同程



ゼミナール(115) 

電気新聞 2016 年 8 月 29 日掲載 

度のコスト水準を達成する必要がある。 
もちろんＣＯ２削減等の環境価値を考慮する必要はある。現在の欧州排出取引市場での落

札価格約６００円／トンＣＯ２を換算すると、約０．３円／ｋＷｈである。仮に我が国の環

境価値をこの１０倍としても、これに前述の経済的価値を加えた水準と、我が国のＰＶ発

電コスト（約２１円／ｋＷｈ）の乖離は大きく、補助を正当化できない。 
逆に、前述の試算ではインバランスリスクが含まれてない。ＰＶの自立を目指す限り、

ＰＶも通常の発電事業と同じく卸電力市場（特に前日市場）へ入札し、インバランスリス

クを負う必要がある。 
今後重要なことは、まずは、このコスト目標に到達できるのか否か、発電コストを費用

項目別に分解し、証拠に基づき定量的に分析することである。そして、十分なコスト低減

が確認できなければ、ＦＩＴ打ち切りや、技術開発政策への変更等、機動的な制度修正を

行うことが重要である。 
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